
第４節 財 政

１９６４年に国立学校特別会計法が制定されたが、この法律の趣旨は、国立学校の予算

を一般会計と区別して経理を明確にし、国立学校の財政の確立、予算の弾力的運用等

を行い、国立学校の充実を図ろうとするものである。以来この法律のもとで３５年の歳

月を経たことになる。

その間、千葉大学は総合大学として大きな変革を遂げてきたが、なかでも１９９１年度

の大学設置基準等の改正を契機に、各大学は理念・目的を明らかにし、全学的なカリ

表２―１４―７ 出向者数および他機関からの受入者数（１９９８年７月１日現在）
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県

内

木更津工業高等専門学校 ６ ２ １ ９

国 立 歴 史 民 俗 博 物 館 ２ ６ ７ １５

メディア教育開発センター １ １３ ２ ５ ２１

国立学校財務センター ２ ２ ４

放 送 大 学 学 園 １ １ ４ ３ ８ １７

計 １ ４ ３１ ７ ２３ ６６

県

内

東 京 大 学 １ １ １ ３ １ １ ２

東 京 医 科 歯 科 大 学 １ １

東 京 商 船 大 学 １ １

東 京 水 産 大 学 ２ ２

総 合 研 究 大 学 院 大 学 １ １

東京国立文化財研究所 １ １

統 計 数 理 研 究 所 １ １

日 本 芸 術 文 化 振 興 会 １ １

日 本 学 術 振 興 会 １ ２ ３

計 ２ ６ ３ ３ １４ １ １ ２

合 計 １ ６ ３７ １０ ２６ ８０ １ １ ２
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キュラム改革や教育研究組織の改編に取り組むことが求められることになった。

このため、本学では各学部等において自己点検・評価を実施し、大学改革を推進し

たほか、独立大学院自然科学研究科の設置を含め、既存の大学院教育の改革等を行

い、千葉大学の教育研究体制の発展・充実を図った。

以下、千葉大学財政に関し、予算決算および財産状況の推移について概説する。

第１項 予算および決算の推移

大学財政の推移

国立大学の予算は、歳入については、一般会計からの繰入金および国立学校特別会

計歳入としての授業料、入学料、検定料、附属病院収入、積立金からの受入金、学校

財産処分収入、寄附金および雑収入等で構成され、歳出は、（項）国立学校、（項）大

学病院など項別に、また人件費、施設費、その他の諸費等の使途別に構成されてい

る。

千葉大学は、１９４９年に新制の国立大学として発足し、その後何度かの学部改組が行

われ、今や名実ともに総合大学と言えるまでに発展をとげている。

これらの変遷は、財政面から見ると、表２―１４―８ａおよび表２―１４―８ｂのとおりで

ある。

表２―１４―８a 千葉大学歳入決算額の推移

項

年度

附属病院収入

（円）

授業料及び入

学検定料（円）

学校財産処

分収入（円）
雑収入（円） 計（円）

増加指

数（倍）

対前年度増

減比率（倍）

１９７９ ６，３７６，３６５，９３６ １，２７７，００６，４００ ０ ３３０，３６０，５９８ ７，９８３，７３２，９３４ １

１９８０ ６，７４８，７０３，８２５ １，４７７，８９５，７５０ ０ ３６８，５９６，３６１ ８，５９５，１９５，９３６ １．０８ １．０８

１９８１ ７，１６６，８８５，２７１ １，７３１，４３３，３００ ０ ４３３，７１３，１５５ ９，３３２，０３１，７２６ １．１７ １．０９

１９８２ ７，５７２，２０６，５８６ １，９９７，９３１，２００ ０ ４１１，１５１，５６１ ９，９８１，２８９，３４７ １．２５ １．０７

１９８３ ８，０６４，７９７，６１４ ２，２７９，３７０，７００ ０ ４２６，７４４，８０６１０，７７０，９１３，１２０ １．３５ １．０８

１９８４ ８，５０２，７７３，０４６ ２，７８４，２７６，３００ ０ ４９５，５５６，１０５１１，７８２，６０５，４５１ １．４８ １．０９

１９８５ ８，８９１，７９７，０１５ ２，８４９，５５９，６００ ０ ５５６，８５０，３５９１２，２９８，２０６，９７４ １．５４ １．０４

１９８６ ９，５２３，５２６，５２４ ３，６６５，２１８，０００ ０ ６１２，４１０，５９７１３，８０１，１５５，１２１ １．７３ １．１２

１９８７ ９，６４６，４８９，７２８ ３，６８８，８６４，０００４５８，０００，０００ ６６５，９１５，８４１１４，４５９，２６９，５６９ １．８１ １．０５

１９８８ ９，７５１，１４０，５６２ ４，０４４，５９２，３００ ０ ８０１，５０３，１１９１４，５９７，２３５，９８１ １．８３ １．０１

１９８９１０，０１０，５６４，５５０ ４，４９２，８７２，４５０ ０ ９１１，２９９，９２０１５，４１４，７３６，９２０ １．９３ １．０６

１９９０１１，０８１，７８３，９３９ ５，０２１，６７０，３２０ ０ ９２０，９１０，５５０１７，０２４，３６４，８０９ ２．１３ １．１０

１９９１１０，５８７，６０１，８４４ ５，３６３，８２８，６２０ １６，５００，０００ １，０４０，０１３，１８４１７，００７，９４３，６４８ ２．１３ １．００
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なお、この予算は、人件費、物件費、施設整備費等に充当されており、表２―１４―９

のとおりである。

表２―１４―８b 千葉大学歳出決算額の推移

項

年度

国立学校

（円）

大学附属病院

（円）

研究所

（円）

施設整備費

（円）

文部本省

（円）

計

（円）

増加指数

（倍）

１９７９１０，７５７，４９７，４９５ ８，２０１，４５７，２８４３３５，６０２，３６９３，６８１，３７６，０００ ４０，４４５，５００２３，０１６，３７８，６４８ １

１９８０１２，０７５，６３５，５７９ ８，８４０，１３７，０４５４２４，６１５，９７４２，９３４，５６８，９４４ ５０，７５９，０００２４，３２５，７１６，５４２ １．０６

１９８１１２，５７９，７５４，１９０ ９，４７５，８１９，０８４３７９，２８７，２５８３，２１５，２７６，０００ ６４，３４２，５００２５，７１４，４７９，０３２ １．１２

１９８２１３，１４３，２５４，６０８ ９，６９１，１４５，６８６４１４，２６９，２９６３，３４６，９３８，０００ ７３，４３８，０００２６，６６９，０４５，５９０ １．１６

１９８３１３，１３０，０８２，５６８１０，１２７，１３３，２１７３９２，５００，７１５１，４８０，９７２，０００ ８４，６５５，０００２５，２１５，３４３，５００ １．１０

１９８４１４，５５０，９９８，８５４１０，４５１，６２８，４０７４０６，９７７，２３８１，７７８，４９１，０００ ９０，６５９，０００２７，２７８，７５４，４９９ １．１９

１９８５１４，９４６，５８７，２６８１０，７６４，００２，９５９４２２，２２４，２４０１，１４１，０８１，０００１０７，５９２，０００２７，３８１，４８７，４６７ １．１９

１９８６１５，３４０，１０３，９３３１１，０８１，９０７，０９５４６７，７７６，４８４１，７０４，４１６，０００１０４，８５４，３６０２８，６９９，０５７，８７２ １．２５

１９８７１６，６９７，６７３，１０９１１，２１５，５４９，０４０ ２９，６１０，６８３２，８５９，５１１，０００１１４，３９１，５００３０，９１６，７３５，３３２ １．３４

１９８８１７，３８２，３２７，０５８１１，３８１，７８９，４３７ １，０５１，７６０，０００１３２，８９３，１７０２９，９４８，７６９，６６５ １．３０

１９８９１７，９９８，８７２，７１０１１，７９１，４０１，７７８ １，２３２，０１０，１００１５２，８０６，５８０３１，１７５，０９１，１６８ １．３５

１９９０１９，５７５，６７７，８９６１２，３６９，２２４，２６８ ２，０５８，０９２，０００１９４，５３９，８８０３４，１９７，５３４，０４４ １．４９

１９９１２０，５０１，６８７，６６１１３，１２６，９８６，７３８ １，４３２，４６２，０７０１８６，２５１，１８０３５，２４７，３８７，６４９ １．５３

１９９２２１，８２４，７１１，７１９１３，５２３，８５２，４４９ ２，６２６，２７２，７５０２２１，４４６，０７４３８，１９６，２８２，９９２ １．６６

１９９３２２，２６１，７６３，５９０１３，１８６，１６１，１５８ ６，９３３，５１０，０６０２６３，６６３，２８８４２，６４５，０９８，０９６ １．８５

１９９４２２，１４４，２４０，３６６１３，４４６，４４９，６６３ ４，２８３，８７７，５００３０２，３０８，２３６４０，１７６，８７５，７６５ １．７５

１９９５２３，１７８，０８７，２５５１３，９７５，６３２，９３０ ６，１５１，１９０，３３０２９５，９９０，２００４３，６００，９００，７１５ １．８９

１９９６２３，９４４，９１３，１５２１４，５８２，２１２，９８８ ６，１９１，１９４，５００３０４，２６９，３０６４５，０２２，５８９，９４６ １．９６

表２―１４―９ 人件費・物件費・施設費の推移（円）

区分
年度 人 件 費 物 件 費 施 設 費 計

１９８０ １２，３７７，７０３，７５６ ９，０１３，４４３，８４２ ２，９３４，５６８，９４４ ２４，３２５，７１６，５４２

１９８５ １５，７６９，３０２，９５４ １０，４７１，１０３，５１３ １，１４１，０８１，０００ ２７，３８１，４８７，４６７

１９９０ １９，７３１，５０２，７１６ １２，４０７，９３９，３２８ ２，０５８，０９２，０００ ３４，１９７，５３４，０４４

１９９５ ２２，７２９，９４９，９６４ １４，７１９，７６０，４２１ ６，１５１，１９０，３３０ ４３，６００，９００，７１５

１９９２１１，４８６，６６８，２４４ ５，８３０，２６７，０５０ ０ １，１７３，４７３，８０７１８，４９０，４０９，１０１ ２．３２ １．０９

１９９３１１，３３１，４７７，７８１ ６，２９８，２９３，８５０ ０ １，２７７，６０６，５２３１８，９０７，３７８，１５４ ２．３７ １．０２

１９９４１１，１９１，２７８，６３８ ６，７５６，７１３，３９０ ０ １，１１７，４６７，１１１１９，０６５，４５９，１３９ ２．３９ １．０１

１９９５１１，４８４，１３９，８５０ ７，０７０，７５２，４４０ ０ １，２０６，９５２，３９２１９，７６１，８４４，６８２ ２．４８ １．０４

１９９６１２，５７０，８４５，５１０ ７，４１１，８７２，４３０ ０ １，５５８，３５５，６４２２１，５４１，０７３，５８２ ２．７０ １．０９
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ここで若干の重要事項を付記すれば、１９８６年度には、工学部附属天然色工学研究施

設の廃止・転換による映像隔測研究センターが学内共同利用施設として設置された。

その後、衛星データの処理・解析・応用などに必要な基礎的技術の開発や研究に成果

を上げてきたが、１９９５年４月１日に同センターの廃止・転換により、環境リモートセ

ンシング研究センターが、全国共同利用施設として設置され、全国の中心的研究機関

としてリモートセンシング技術の確立と環境への応用に関する研究・開発を押し進め

ている。

１９８７年度には、生物活性研究所が廃止され、定員５２名が（項）研究所から（項）国

立学校に振り替えられ、新たに全国共同利用施設として、真核微生物研究センターが

設置された。その後、病原真菌、真菌感染症および真核微生物中毒症に関わる研究に

大きな成果を得、１９９７年４月に病原真菌とそれらによる疾患の制圧に関する研究を通

じ、人類並びに生命科学の進歩に貢献することを目的に、また、研究の中核的機関と

して新たに真菌医学研究センターに拡充改組された。

他方、学術研究の著しい進展や急激な社会経済の変化の中で、大学院に対する社会

的要請や学際領域等に対する新しい学問的志向にこたえるため、本学においても既存

の大学院の改組を含め、１９８８年４月には、理学、工学、園芸学部の３学部を基礎とし

ながらも、既存の組織や学問分野にとらわれない新しい横割型組織として、総合的か

つ学際的な教育研究を推進し、学問研究の一層の進展に寄与すべく、後期３年のみの

博士課程を持つ自然科学研究科を新たに設置した。以降、機構・定員等の見直しを含

め、現在では前期２年および後期３年に区分する博士課程の独立研究科として、拡充

改組され定員、予算面でも大幅な伸びを示している。

一方、今日の科学技術の振興、経済・社会の発展、教育・文化の向上等に関連し、

大学の学術研究に対して、産業界等社会の各方面から、学術研究の社会的協力、連携

の要請が寄せられており、研究協力の実績は年々増加してきている。このようなな

か、本学においても蓄積された幅広い研究成果と豊かな人材を生かし、産業界・地域

社会の要請に適切に対応するため、１９９５年度に学内共同利用施設として「共同研究推

進センター」を設置し、開かれた大学の拠点としての役割を果たしている。

なお、大学の産業界等への研究協力制度である「民間等との共同研究制度」、「受託

研究制度」および大学への産業界等からの協力制度である「奨学寄附金制度」等、本

学の受入れ状況等は、表２―１４―１０のとおりである。
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第２項 財産状況の推移

国有財産の推移

千葉大学が総合大学として発足した当時の各部局の主な施設は、表２―１４―１１のとお

り７地区に散在し教育・研究施設としては不完全なものであったが、１９６３年度に、千

葉市西千葉地区が東京大学から所属替により取得され、１９６２年度から１９６６年度にわた

り統合整備が図られた。その後、１９７７年に習志野地区を使用していた生物活性研究所

が千葉市亥鼻地区に移転し、各部局は、西千葉地区、亥鼻地区、松戸地区の３地区に

集約統合された。

表２―１４―１０ 外部資金の受入れ状況

年度
奨学寄附金 受託研究費 民間との共同研究

件数 金 額 件数 金 額 件 数 金 額

１９７９ ３５５ １６３，０００，０００ ６１，２１７，０００

１９８０ ３９９ １９９，４６７，８６３ ６３，８４６，０００

１９８１ ４８９ ２６５，６１５，８７４ ５４，１６１，０００

１９８２ ４６７ ２６３，４５０，２４４ ３０，８１５，０００

１９８３ ５０２ ２７３，９２５，９９１ ３２，６３７，０００

１９８４ ６２０ ３３５，７７０，０００ ３２，７１７，０００

１９８５ ６４０ ３８２，４４４，０００ ５３，６８２，０８０

１９８６ ７３５ ４４５，８５４，０００ ３７ ４１，４７６，７６０

１９８７ ７７５ ４８９，６７１，０００ ２０ ５１，０８９，０００

１９８８ ８９５ ５９４，５２３，０００ ２８ ４５，６７７，０００ Ａ＝１．Ｂ＝１．Ｃ＝１ ７，０６９，０００

１９８９ ９７３ ６９５，７０８，０００ ３０ ５５，８６０，３２０ Ａ＝０．Ｂ＝６．Ｃ＝１ ９，９６０，１００

１９９０ ９６９ ６３９，２２０，０００ ３４ ９４，４５７，３９０ Ａ＝０．Ｂ＝１０．Ｃ＝１ ２０，２２３，０００

１９９１ １，０６３ ７７８，１４４，０００ ３６ ９２，６４５，８３０ Ａ＝０．Ｂ＝９．Ｃ＝１ １９，１５０，０００

１９９２ １，０７４ ８５５，０３０，９７４ ５１ １１４，０２８，５４５ Ａ＝０．Ｂ＝１３．Ｃ＝２ ２１，５５７，０００

１９９３ １，１１４ ９３９，７０６，６２７ ５１ １１５，５６５，２７６ Ａ＝０．Ｂ＝１３．Ｃ＝６ ２１，２７４，０００

１９９４ ８７２ ７４１，０１１，６９５ ４９ １３７，３０５，４５０ Ａ＝４．Ｂ＝１２．Ｃ＝５ ３７，０５７，０００

１９９５ １，０１２ ８４９，１９５，５４９ ５２ １２６，６８９，７８６ Ａ＝４．Ｂ＝１６．Ｃ＝５ ３２，９０１，０００

１９９６ １，１０１ ９７７，９７５，０００ ７４ ３３９，２０９，８００ Ａ＝３．Ｂ＝１７．Ｃ＝８ ４１，３３０，０００

第１４章 事 務 局

８９９



その後の本学所有の土地、建物等の国有財産の移動状況は、表２―１４―１２のとおりで

ある。

また、この５０年間の土地、建物の増加率は、それぞれ２．３倍、４．１倍となっており、

千葉大学が着実に発展してきたことを示している。

なお、発足時からの土地の取得および処分を見ると、表２―１４―１３ａ・表２―１４―１３ｂ

のとおりである。

表２―１４―１１ 千葉大学発足直後の主な地区別明細

地 区 名 住 所 （当時） 部 局 等

矢作・亥鼻地区
千葉市矢作町７８５ 事務局、医学部

千葉市亥鼻町３１３ 医学部附属病院、薬学部

市場町地区 千葉市市場町２６
学芸学部（改組により１９５０．４から教育

学部）

小仲台地区＊ 千葉市小仲台町８２４
学生部、附属図書館、文理学部（学芸学

部の改組により１９５０．４から使用開始）

四街道地区＊ 千葉県印旛郡千代田町四街道
学芸学部分校（改組により１９５０．４から教

育学部分校）

岩瀬地区＊ 松戸市岩瀬３５１
工芸学部（改組により１９５１．４から工学

部）

戸定地区 松戸市戸定６４８ 園芸学部

習志野地区＊ 千葉県千葉郡津田沼町大久保

腐敗研究所（改組により１９７４．９から生

物活性研究所）、附属病院分院、医学部

学生寮

表２―１４―１２ 土地、建物等の国有財産の移動状況

区 分 １９５０年度末現在 １９６４年度末現在 １９７８年度末現在 １９９６年度末現在

（数量単位） 数 量 価格（円） 数 量 価格（円） 数 量 価格（円） 数 量 価格（円）

土 地（m２） ５７６，３５９ ７，４３６，２１２１，０１１，９２０ １，９０４，５８１，７７７１，１０６，００９ １８，３７１，５８９，５１５１，３４２，７１１ ６６，０３６，９３７，７１１

立木竹［樹木］本 ４，８８９ ４２４，０２１ ５，７６０ １０，１０５，９７５ ５，２１９ ２３，７８９，３６８ ８，６０２ ４０，３８４，８９８

建 建面積（m２）

物 延面積（m２）

６１，７２４

１０１，２２０ ２６，７８８，７１８

１０６，５２４

２１２，４７４ ２，７４６，４５６，７８０

１１９，４５８

３２９，２１３ １６，９７５，３３８，０１２

１４１，６５８

４１６，８０１ ２９，２８３，７７５，３８６

工作物 ７，６６４，５９８ ８８８，４８９，７６７ １１，７４２，８３６，７３７ １３，０４０，１９５，３３８

船舶［雑船］隻 ０ ０ ８ １，３８５，４７２ ２１ １７，５４２，４９８ １９ １７，９９３，１３６

特許権（件） ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０

合 計 ４２，３１３，５４９ ５，５５１，０１９，７７１ ４７，１３１，０９６，１３０ １０８，４１９，２８６，４６９
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表２―１４―１３ａ 土地の取得

取得年月日 名 称 所 在 地 面 積 摘 要

１９５０．３．３１ 園芸学部附属暖地農場 静岡県賀茂郡東伊豆町奈良本 １３，５６７購入

１９５１．１２．２１ 医学部気候医学研究室 山梨県南都留郡山中湖村山中 ２２，７３０寄附

１９５３．６．３ 園芸学部附属暖地農場 静岡県賀茂郡東伊豆町奈良本 ３，３１６購入

１９５７．８．７ 轟町公務員宿舎 千葉市稲毛区轟町３の７の１５ １，８２９大蔵省から所管換

１９５８．１０．３０ 園芸学部附属暖地農場 静岡県賀茂郡東伊豆町奈良本 ４８，３６３交換

１９６３．３．１０ 弥生町地区 千葉市稲毛区弥生町１の３３ ３９０，９２２東京大学から所属換

１９６３．１０．３０ 留学生寄宿舎 千葉市稲毛区小中台町８２４ １１，０６８大蔵省から所管換

１９６５．３．１０ 習志野地区 習志野市泉町３の７６の３０ ２３，２３３大蔵省から所管換

１９６５．６．１ 園芸学部附属樹木実験地 松戸市小金字大谷１４１２の９ ３，３６１寄附

１９６６．３．２２ 園芸学部附属高冷地農場 群馬県沼田市下川田字大竹 ７１，４５１農林省から所管換

１９６６．３．３０ 男・女学生寄宿舎 千葉市稲毛区小中台町８２４ １９，１６０大蔵省から所管換

１９６７．５．１ 園芸学部附属農場 松戸市松戸６４８ ２３，０３１大蔵省から所管換

１９６８．３．１９
薬学部附属薬用資源教育研究セン
ター館山圃場

館山市山本字上州垂 ８，０３９購入

１９６９．７．１ 教育学部臨海実習所 館山市大賀字西台 ６，５１８大蔵省から所管換

１９６９．８．２０ 園芸学部附属農場 松戸市松戸６４８ １，１１０大蔵省から所管換

１９７０．１．３１ 小中台東・西・南公務員宿舎 千葉市稲毛区小中台町８２４ １４，１１１大蔵省から所管換

１９７０．１．３１ 小中台北公務員宿舎 千葉市稲毛区小中台町８７７ ５，６８５大蔵省から所管換

１９７０．３．３０
薬学部附属薬用資源教育研究セン
ター館山圃場

館山市山本字上州垂 ５７４購入

１９７２．９．２２ 園芸学部附属農場 松戸市松戸６４８ １，６２１大蔵省から所管換

１９７３．３．３１ 園芸学部附属農場 松戸市松戸６４８ ２，００５購入

１９７６．３．３１ 江戸川艇庫 松戸市栄町字西５の１３１０ ５４３購入

１９７６．９．３ 園芸学部附属農場 松戸市松戸６４８ ６０６寄附

１９８０．５．１５ 教育学部附属養護学校 千葉市稲毛区長沼原町３１２ １８，９９６購入

１９８０．１２．１ 青葉町公務員宿舎 千葉市中央区青葉町３５９の４ ６１２農林水産省から所管換

１９８５．３．３１
理学部附属海洋生物環境解析施設
小湊実験場

安房郡天津小湊町内浦 ５７，１９０
東京水産大学から所属
換

１９９３．３．３１ 園芸学部附属農場 柏市柏の葉６の２の１ ２４９，８８９大蔵省から所管換

表２―１４―１３ｂ 土地の処分

処分年月日 名 称 所 在 地 面 積 摘 要

１９５８．１０．３０ 園芸学部附属暖地農場 静岡県賀茂郡東伊豆町奈良本 １６，８８３交換

１９６５．９．３０ 教育学部 千葉市中央区市場町２６ ２３，６２６千葉県へ譲与

１９６５．１０．１５ 工学部 松戸市岩瀬３５１ ６２，７６６大蔵省へ引継

１９６７．２．２８ 工学部 松戸市岩瀬３５１ ８，４３３松戸市へ売払

１９６７．２．２８ 工学部 松戸市岩瀬３５１ １８，３３８
学校法人聖徳学園へ売
払

１９６７．３．３１ 教育学部 千葉市中央区市場町２６ １６，０１６千葉県へ譲与

１９９０．２．６ 習志野地区 習志野市泉町３の７６の３０ ３３，２９１大蔵省へ所管換

１９９３．３．３１ 園芸学部附属農場 松戸市松戸６４８ ５２，２１５大蔵省へ所管換

１９９５．１１．２６ 園芸学部附属樹木実験地 松戸市小金字大谷１４１２の９ ２，０８８東京芸術大学へ所属換
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物品の推移

物品の管理については、千葉大学発足以前から物品会計規則（１８８８年勅令第８４号）

により管理されてきたが、１９５６年５月２２日法律１１３号により、「物品管理法」が制定さ

れ、１９５７年度より施行されて今日にいたっている。

当初の物品管理官は、１１機関であったが、以来４０年余りの経過に伴い、部局等の改

廃の結果、現在は、２１機関となっている。管理物品のうち重要物品は、表２―１４―１４の

とおりであるが、当初、重要物品は、１点の価格が５万円以上と定められていたもの

を、１９６４年度からは、１点５０万円以上に引き上げられてはいるが、１９９６年度には、

１９６４年度に比べ、数量で４５．１倍、価格で８６．０倍に増加している。

表２―１４―１４ 物品（重要物品）の推移（１９５６～１９７８年度は省略）

年度
機 械 器 具 標 本 合 計

数量（点） 金額（円） 数量（点） 金額（円） 数量（点） 金額（円） 数量（点） 金額（円）

１９７９ ２，８０７ ６，９４２，６３４，４８６ ７３５ ８７６，８７９，３９７ ２ １，１７０，０００ ３，５４４ ７，８２０，６８３，８８３

１９８０ ３，１５２ ８，１４７，５５４，５２１ ８５２ １，０２３，０２５，９６３ ２ １，１７０，０００ ４，００６ ９，１７１，７５０，４８４

１９８１ ３，５００ ９，４８１，８９１，１９８ ９７５ １，１６９，５４７，１４１ ３ ２，２１５，５００ ４，４７８１０，６５３，６５３，８３９

１９８２ ３，８７７１０，６３２，９５７，１３０ １，１３３ １，３３４，７４５，３４１ ４ ２，７７９，５００ ５，０１４１１，９７０，４８１，９７１

１９８３ ４，２１９１１，７１８，０９１，１４２ １，２３７ １，４４９，５５１，６７６ ７ ４，４４４，５００ ５，４６３１３，１７２，０８７，３１８

１９８４ ４，５７５１２，８０４，０５６，２１１ １，３０４ １，５１０，７１５，８１６ ８ ５，９４４，５００ ５，８８７１４，３２０，７１６，５２７

１９８５ ４，９３８１３，８００，１６６，５３０ １，３８８ １，６１４，３９８，５６２ ８ ５，９４４，５００ ６，３３４１５，４２０，５０９，５９２

１９８６ ５，３３３１４，６２７，８２９，５７５ １，４６１ １，７２０，２８４，３２４ ８ ５，９４４，５００ ６，８０２１６，３５４，０５８，３９９

１９８７ ５，７７５１６，３２７，９３８，３３５ １，５７２ １，８３３，９２３，７８９ ８ ５，９４４，５００ ７，３５５１８，１６７，８０６，６２４

１９８８ ６，１３９１７，２１４，２７４，１９６ １，６４４ １，９２７，７３９，９５０ １２ １９，８３４，５００ ７，７９５１９，１６１，８４８，６４６

１９８９ ６，５７０１８，６８１，７６９，７５３ １，７３４ ２，００９，４０８，５９９ １３ ２３，７２７，９００ ８，３１７２０，７１４，９０６，２５２

１９９０ ６，８８９１９，８１６，９４７，２２７ １，８３５ ２，１２６，８７８，８２２ １３ ２３，７２７，９００ ８，７３７２１，９６７，５５３，９４９

１９９１ ７，１９７２０，３１９，５８５，９０９ １，９２５ ２，２２３，８３５，９４４ １３ ２３，７２７，９００ ９，１３５２２，５６７，１４９，７５３

１９９２ ７，５５１２１，１３７，０６９，４６７ ２，０２６ ２，３４０，４７１，９２８ １３ ２３，７２７，９００ ９，５９０２３，５０１，２６９，２９５

１９９３ ７，９３６２４，１１８，６３０，５５５ ２，１６７ ２，５７２，４２７，５１５ １４ ２４，５６２，２００１０，１１７２６，７１５，６２０，２７０

１９９４ ８，３８８２５，３８７，３８２，４９９ ２，２５７ ２，６７９，２９０，６７３ １４ ２４，５６２，２００１０，６５９２８，０９１，２３５，３７２

１９９５ ９，０３３２７，８５０，９８３，９１５ ２，３６４ ２，９５５，２６６，５４２ １６ ２７，１７８，４００１１，４１３３０，８３３，４２８，８５７

１９９６１１，８６９３２，４８０，３３８，００５ ２，４６５ ３，０５４，５３０，８１１ １６ ２７，１７８，４００１４，３５０３５，５６２，０４７，２１６

第４節 財 政

９０２




